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日本共産党の大村洋子です。 ４点の柱で市長に質問いたします。 

1 点目、市長の訪米に関連して伺います。 

市長は本年２０２６年 7 月 25 日から 8 月 2 日の 9 日間、ワシントン DC 戦争

省及びホノルルのパールハーバー・ヒッカム基地等を訪問されました。 

（１） 上地市長として３回目となった今回の訪米の目的を改めて伺います。 

（２） 過去２回の訪米と比較して今回、特に市民に報告したい点はどのような

点でしょうか、伺います。 

（３） 今回の訪米では、在日米海軍関係者が同行していますが、その理由と経

緯、特に提案者と決定時期について伺います。 

（４） 訪米中の７月２８日熊本県でマグニチュード７．１、震度７の大地震が起き

ました。本市の最高責任者である市長が９日間も海外に渡っている中で

の出来事として、私は大地震が仮に横須賀市で起こっていたらどうだっ

たろうかと考えました。首長が９日間も市外、しかも海外という遠方へ出

張することは市政運営に支障が生じることもありうるのではないでしょ

うか。ご所見を伺います。また実際のリスクマネジメントとして訪米の前

に何か指示を出されたのでしょうか。また、市長不在の際の BCP 業務継

続計画はどのようなものでしょうか。お示しください。3 問併せて伺いま

す。 

（５） 視察では多くの要職についている方々と面会されていますが、エネルギー

省 国家核 安全保障局副局長のマシュー・ナポリ博士、国家安全保障会議

（ＮＳＣ）担当者ともお会いしています。これらの方々との面会の背景や経緯

についてお聞かせください。 

（６） 市長は訪米報告の概要の２つ目に「日米同盟は、単なる軍事的な協力に留 

まらず」として「互いの理解を深め、パートナーシップをより確固たるものに

することが重要であり、そのためには、一定のルールを守ることが欠かせな

いものであり、高い意識とモラルある行動について求めました。」と報告さ

れています。私は昨年の９月定例議会で訪米の際には米兵による交通死亡

事故に関連して交通安全教育の件をぜひ確認してほしい旨の質問を行い

「いいお土産を待っています」と申し上げました。前述の、ルールとモラルの

発言はこの内容を含んでいると受け止めてよろしいでしょうか。具体的な話

を伝えてくださったのでしょうか、伺います。 
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（７） 昨年計画された訪米視察は米国政府機関封鎖の影響により中止となりま

したが、今回の訪米は昨年の計画を完遂するための位置づけと捉えてよろ

しいでしょうか。 

(8) 今年に入り、米国はベネズエラへの介入、イスラエルと一体に行っているイ

ラン戦争に明らかなように、紛争・戦争の当事国であります。トランプ大統領

のイラン攻撃については「国連憲章に明らかに違反」「戦争犯罪になり得る」

と米国の１００人以上の国際法 専門家が批判声明を発表しています。この

ような国を訪問することは、無法なイラン戦争を容認しているメッセージを

内外に示すことになるのではないでしょうか。訪米そのものを延期、もしく

は中止する選択肢はなかったのでしょうか。市長の答弁を求めます。 

 

 ２点目、本市を母港とする米原子力空母ジョージ・ワシントンの動きを巡って、

日米安全保障条約第 6 条に関連して伺います。 

米原子力空母ジョージ・ワシントンは５月２３日、本市を出港し、８月１３日にはマ

レーシア沖マラッカ海峡を通過し、中東アラビア海に展開している米原子力空母エ

―ブラハム・リンカーンと交代すると報道されています。日米安全保障条約第６条

には「日本国の安全に寄与し、ならびに極東における国際の平和および安全の維

持に寄与するため、アメリカ合衆国は、その陸軍、空軍、および海軍が日本国にお

いて施設及び区域を使用することを許される」とあります。 

 同条約 第６条には「極東」とあるにもかかわらず、米原子力空母ジョージ・ワシン

トンは明らかに極東から逸脱してアラビア海に展開していると思われます。また、

同条には冒頭、「日本国の安全に寄与し」とありますが、同空母がアラビア海に展開

することが「日本国の安全」に寄与しているとは思えません。以上の観点から考え

ますと、今、行われている同空母の行動は日米安全保障条約 第6条違反にあたる

と考えられますが、市長はいかがお考えでしょうか。 

これは米軍の運用の問題なので、コメントは差し控えると答弁されるかもしれま

せんが、同空母は米国が唯一の前方展開空母として、横須賀に配備しているわけ

ですから、その現地の首長として見解を明らかにしていただきたいと思います。答

弁を求めます。 

 

 ３点目、平和な社会を推進するため積極的に非核三原則を堅持し核兵器廃絶に
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尽力することについて伺います。 

 今年も８月６日ヒロシマ８月９日ナガサキと８１年目の原爆投下の日を迎え、多く

の人々が改めて核兵器廃絶と平和を願ったことでしょう。広島県の横田美香知事

は、平和祈念式典のあいさつの中で「核抑止力への依存が、今なお、世界の安全保

障政策において大きな位置を占めていることに、悲しみと怒りを感じざるを得ま

せん。核による脅し、先制攻撃も厭わない考え方、それによる核武装の強化が核兵

器使用のリスクを高めています。核抑止は核兵器を使用することを前提にしない

限り成り立たず、各国の不信や軍拡競争を助長し、世界を不安定化させるという

根本的な矛盾をはらんでいます。核抑止力を求めること自体が新たな戦争を引き

起こしている現実を直視し、核抑止から脱却すべきです。」ときっぱりとメッセージ

を発しました。長崎県の平田研知事の慰霊のことばの中にも、「日本政府におかれ

ては、国際的な安全保障環境が大きく変化する今、唯一の戦争被爆国として、常に

国際社会の先頭に立ち、非核三原則を堅持しながら、核兵器廃絶に向けてあらゆ

る努力を尽くされますようお願いいたします。」とあり、政府への憂慮を滲ませて

いるようなメッセージだったと私は感じました。 

広島・長崎両市が全世界に呼びかけている「平和首長会議」に本市も２０１６年に

加盟しました。平和首長会議は本年８月１日現在、１６６か国・地域、８５８９都市、う

ち国内は１７４０都市の加盟となっています。本市は毎年、メンバーシップ納付金を

2,000 円納めているとのことですが、平和首長会議に加入している中で、本市と

してどのような活動を行ってきたのでしょうか。また、今後どのような活動を行っ

ていく予定でしょうか。あわせて伺います。 

また、本市は 1989 年（平成元年）5 月 23 日「核兵器廃絶・平和都市宣言」をし

ていますので、日本 非核宣言 自治体協議会へ加入し、全国の自治体とともに核

兵器廃絶に尽力することが望ましいと考えます。いかがでしょうか、市長のお考え

を伺います。 

 さて、先ほどは広島と長崎の県知事のご発言に触れましたが、ここで、国政に携

わる方々の重大な発言にもふれなければなりません。昨年 2025 年１２月 18 日

非公式の取材ではありますが、首相官邸において安全保障政策を担当する政府高

官から「日本も核兵器を持つべきだと個人的には思っている」という驚くべき発言

がなされました。当該人物は（しかし、核兵器は）「すぐ手に入るものではない」とも

述べ、米国による核抑止体制を維持する方が現実的との見方も示したとのことで

https://www.asahi.com/topics/word/%E6%A0%B8%E6%8A%91%E6%AD%A2%E5%8A%9B.html
https://www.asahi.com/topics/word/%E5%85%88%E5%88%B6%E6%94%BB%E6%92%83.html
https://www.asahi.com/topics/word/%E6%A0%B8%E6%AD%A6%E8%A3%85.html
https://www.asahi.com/topics/word/%E6%A0%B8%E6%8A%91%E6%AD%A2.html
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す。また、小泉防衛大臣はインターネット番組のやり取りの中で核戦力に関して「日

本にとって議論するのが難しい課題だが、触れざるを得ない」と発言し、安保三文

書の改定に向けて「あらゆる選択肢を排除せず議論することが不可欠」と発言しま

した。現職防衛大臣の核兵器容認とも受けとられかねない発言に対して、被爆者

団体を含め３２団体が抗議を表明しました。このような情勢の中ヒロシマ・ナガサキ

で高市首相がどのような発言をされるのかに注目が集まりましたが首相は「非核

三原則は堅持している」と現状説明を述べるにとどまり、国是として今後もしっか

り堅持していくという態度表明には程遠く、被爆者を安心させるものとはなりませ

んでした。 

さて、こうして一連の発言を紹介してくると、明らかに今までとは異質の潮流が

跋扈してきた感を覚えます。日本の国是である非核三原則、持たない、作らない、

持ち込ませないが揺らいでいることがわかります。なぜ、このような情勢となって

いるのかと考えた際に、これはアメリカの世界戦略に大いに影響されてのことで

あると言わざるを得ません。 

私は２０１０年、NPR、アメリカの核態勢見直しについて当時の市長に質問したこと

があります。それが 16 年経ってさらに危険な問題へとエスカレートしてきました。

米国は２０３２年以降、核兵器を積んだ海洋発射型の巡航ミサイル SLCM-N を米

原子力潜水艦に搭載する計画を打ち出しました。私は核付き原子力潜水艦が横須

賀に寄港する可能性があるのではないかと危惧しています。それは SLCM-N 計

画を受けて政権与党でもある「日本維新の会」が、非核三原則の見直しや核共有に

ついての論議をするべきだと主張し続けていることとも連動します。つまり、米国

の要請に応えられるように条件を整えよと言っているわけです。 

本市は米国の原潜の寄港が常態化しています。その延長線上に浮かびあがってく

る核付き原潜の現実化、問われているのは地元自治体である本市の姿勢です。そ

こで、市長に伺います。 

市長は非核三原則についてどのようなご所見をお持ちでしょうか。非核三原則が

日本の国是であるというご認識をお持ちでしょうか。 

「持ち込ませず」という内容を形骸化させる動きついて、どのようなお考えをお持

ちでしょうか。 

先の訪米を通じて、「攻撃型原潜」や「核付き原潜」について何らかの形で話題に上

るようなことがありましたか。伺います。また、防衛省または外務省から「攻撃型原
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潜」「核付き原潜」の寄港についての説明等がありましたか。伺います。 

これらのことを現時点でやり取りするのは、時期尚早であるとか、仮の話には答

弁できないというご答弁でしたら、それは当たらないと思います。実際に米国は世

界戦略の一つとして表明していることですし、市長も訪米する中で実際に、日米軍

事同盟を体感されたのではないかと思いますので、現時点でしっかりとお考えを

示されることが大切かと思います。そこで、本市の港湾管理権を行使して、核兵器

を積んだ艦船はいかなるものであっても受け入れることはないと、きっぱりと入

港拒否する態度を表明するべきと思いますが、いかがお考えでしょうか。答弁を求

めます。 

 前述のように客観的な情勢として本市に核兵器を積んだ艦船が入港してくる可

能性が６．７年後に迫ってきていると思われます。ですから、そうならないためにも

本市としては明確に核兵器廃絶を押し出していくことが大事になってきます。 

そこで、平和中央公園の「平和のモニュメント」に以前のように「核兵器廃絶」をう

たったり、市民が目にしやすい市役所庁舎の懸垂幕に「核兵器廃絶」を掲げたり、

横須賀市は核兵器お断り！という姿勢を鮮明に打ち出すことが必要ではないでし

ょうか。市長のお考えを伺います。 

 

4 点目、グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン（GNF-J）の安全性について

伺います。GNF-J は昨年２０２５年７月２日、１１月５日、今年２０２６年３月１４日、６

月４日と１年間で４回も火災を起こしています。市長が再発防止の要請をしＧＮＦ－

Ｊが対策を報告するということが繰り返されてきました。４回目の火災についての

再発防止対策の報告が行われたと聞いていますが、どのような報告を受けたので

しょうか。また、このような繰り返される不祥事に対して、市長はどのようなご所見

をお持ちでしょうか、伺います。 

私たち日本共産党市議団は４度目の火災の後に、視察をさせてほしい旨を

GNF-J に伝えましたが、断られました。実は私は２００７年だったと記憶していま

すが、有志の市民のみなさんとともに GNF-J を見学したことがあります。その際

に、原子力燃料製造の工程の説明を受けたり、粉末ウランを焼き固めたペレットの

集合体のレプリカを見せていただいたり、質疑応答の時間を設けていただいたり、

懇切丁寧な対応をしていただきました。また、内川地域の方々からは、以前は地元

との交流があり、工場敷地内でお祭りをやっていたこともあると伺ったことがあり
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ます。私は迷惑施設が地元住民に受け入れてもらうために交流イベントを開くこと

を歓迎するわけではありませんが、GNF-J は最近は特に見学や視察を受け入れ

ない、市民・住民と没交渉という傾向が強くなっているように思います。毎年行わ

れている核燃料の製造施設での事故を想定した原子力防災訓練は地域住民や工

場労働者の参加で、GNF-J から説明が行われるのは承知しています。しかし、こ

のような火災が続き、住民の中に不信感があります。ですから、訓練以外の没交渉

は止めて、見学、視察が可能となるなど柔軟な対応が必要ではないでしょうか。本

市から GNF―Ｊへ要請していただきたいと思いますが、いかがでしょうか、市長の

見解を求めます。 

 さて、8 月 13 日、線状降水帯による豪雨により、千葉県にある国立研究開発法

人 量子科学 技術研究開発機構 のポジトロン棟 地下排水貯留室が水没し、そこ

に保管されていた放射性物質の廃液が雨水と混ざり、施設外に漏洩したと推定さ

れる事態となりました。幸いにも環境への影響はなく、今後の拡大の恐れもないと

の確認となっています。私はこの報道を見聞きして、房総半島から少しずれて、三

浦半島に、線状降水帯が停滞していたら、本市はどうなっていただろうか、GNF-J

の放射線管理区域への対策は万全だろうかと考えました。昨年の 9 月、12 月定例

議会でも、放射性廃棄物を貯留している 2 万本のドラム缶について質疑を行いま

したが、改めて GNF-J のドラム缶の豪雨災害への対応は万全なのでしょうか。市

として確認はしていますか。伺います。放射性廃棄物を貯留している 2 万本のドラ

ム缶への抜本的対策を GNF-J と神奈川県と一緒になって国に求めることが必要

と思いますが、行っているのでしょうか、状況をお聞かせください。 

以上で私の一問目を終わり、2 問目は一問一答で行います。 


